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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第16期中より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の半年間の平均雇用人員でありま

す。 

  

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期 

会計期間 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

売上高 (千円) ― ― 7,027,267 ― ―

経常利益 (千円) ― ― 209,732 ― ―

中間純利益 (千円) ― ― 115,280 ― ―

純資産額 (千円) ― ― 1,881,950 ― ―

総資産額 (千円) ― ― 4,853,065 ― ―

１株当たり純資産額 (円) ― ― 87,642.66 ― ―

１株当たり中間純利益 (円) ― ― 5,386.42 ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

(円) ― ― 5,342.73 ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 38.8 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 21,110 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △111,471 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 108,723 ― ―

現金及び現金同等物 
の中間期末残高 

(千円) ― ― 601,250 ― ―

従業員数 (名) ― ―
251
[70]

― ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

  

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期 

会計期間 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成15年
  10月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  10月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

売上高 (千円) 5,872,251 6,234,086 7,027,267 11,848,199 12,538,165 

経常利益 (千円) 253,267 71,137 212,160 390,330 190,182 

中間(当期)純利益 (千円) 116,486 10,511 116,518 173,010 53,532 

持分法を適用した場合
の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 551,110 573,803 724,243 568,398 579,051 

発行済株式総数 (株) 6,124 19,218 21,473 18,972 19,464 

純資産額 (千円) 1,437,665 1,470,610 1,883,188 1,515,875 1,531,687 

総資産額 (千円) 3,715,025 4,159,994 4,810,999 3,629,285 4,309,867 

１株当たり純資産額 (円) 234,759.27 76,522.55 87,700.32 78,899.21 77,912.42 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 21,539.60 551.46 5,444.27 8,861.37 2,000.56 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 20,293.76 539.71 5,400.11 8,397.07 1,963.26 

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 3,000 3,000 

自己資本比率 (％) 38.7 35.4 39.1 41.7 35.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 56,456 △126,805 ― △8,740 196,456 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △166,623 △109,581 ― △396,346 △334,172 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 209,386 222,355 ― 430,887 356,488 

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 437,533 350,083 ― 364,114 582,888 

従業員数 (名) 
234 
[78]

262
[56]

251
[69]

247 
[69]

230 
[58]



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第14期中、第15期中、第14期、第15期においては、該当事項がないため、

記載しておりません。 

３ 第16期中より中間連結財務諸表を作成しているため持分法を適用した場合の投資利益、及びキャッシュ・フロー計算書に

係る経営指標等については、記載しておりません。 

４ 第14期において、平成16年３月９日に有償一般募集(ブックビルディング方式)により800株を発行し、ストックオプショ

ンの権利行使に伴い614株を発行しております。また、平成16年３月31日最終の発行済株式総数に対して平成16年５月20

日付で普通株式１株を３株に分割し12,248株増加しております。これらの結果、平成16年９月30日最終の発行済株式総数

は18,972株となっております。 

５ 第15期中において、ストックオプションの権利行使に伴い246株を発行しております。この結果、平成17年３月31日最終

の発行済株式総数は19,218株となっております。 

６ 第15期において、ストックオプションの権利行使に伴い492株を発行しております。この結果、平成17年９月30日最終の

発行済株式総数は19,464株となっております。 

７ 第16期中において、平成17年10月７日に株式会社光通信に対する第三者割当増資により、2,000株を発行し、ストックオ

プションの権利行使に伴い９株を発行しております。これらの結果、平成18年３月31日最終の発行済株式総数は21,473株

となっております。 

８ 従業員数は、就業人員数を表示しております。従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の年間(半年間の)平均雇用人員であ

ります。 



２ 【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社エスケーアイ）及び子会社２社（株式会社セントラ

ルパートナーズ、エスケーアイ開発株式会社）により構成されております。事業としては、移動体通信機器の販売の

他、コールセンター事業（保険分野）を展開しております。 

また、子会社のエスケーアイ開発株式会社は、平成18年３月中間連結会計期間末現在実質的な事業活動を行ってお

らず、非連結子会社としております。 

なお、当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は概ね次のとおり

であります。 

  

1.移動体通信機器販売関連事業 

主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 

  

2.コールセンター事業（保険分野） 

当中間連結会計期間において、当社グループはコールセンター事業（保険分野）に進出しました。その内容は、保

険会社からの委託を受け医療保険等、第三分野の保険の募集を行う事業であります。保険加入後、顧客の払込保険料

の対価として各保険会社から手数料を収受しております。 

これに伴い、平成18年１月に連結子会社（株式会社セントラルパートナーズ）を設立し、平成18年４月より営業活

動を開始しております。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

(注)１ 主要な事業内容については、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は、就業人員数を表示しております。従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の半年間の平均雇用人員であります。 

名称 住所 
資本金 主要な 

事業内容 

議決権の 

所有割合（％） 
関係内容 

（千円） 

（連結子会社） 

株式会社セントラルパートナー

ズ 

岐阜県 

大垣市 
90,000 

コールセンター事

業（保険分野） 
51.0 

役員兼任 

１名 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

移動体通信機器販売関連事業 251[69] 

コールセンター事業（保険分野） [１] 

合計 251[70] 



(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であり従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の半年間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は結成されておりませんが労使関係は円満であります。 

従業員数(名) 251［69］



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当中間連結会計期間から中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との比較は行っておりませ
ん。 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益が着実に伸長した他、輸出や設備投資も順調に推移し、ま
た、土地の評価額も二極化はあるものの、大都市圏を中心に回復に転じており、景気回復基調が長期におよぶ状況
となりました。個人消費において年金問題等将来への課題が残る一方で、個人投資家の市場への投資意欲が向上す
るなど回復の兆しもみえてまいりました。移動体通信業界では、携帯電話の普及台数は３月末において9,179万台を
超え、新規の需要から買い換え需要へのシフトが更に鮮明となったことから、通信事業者各社は定額サービスやフ
ァミリー向けサービスの拡大等、他社からの乗換えを狙ったサービスを順次投入してまいりました。また、平成18
年度は「携帯番号ポータビリティー」の導入が予定されると共に、当業界への新規参入事業者も確定しており、そ
の中で現在の大手通信事業者のボーダフォン株式会社をソフトバンク株式会社が買収することも重なり、大きな変
化のある年度となることが予測されます。 
当社は、当中間連結会計期間におきましてボーダフォンショプを中心として直営で新規に５店舗出店いたしまし

た。 
地域的には、東京に3店舗（ボーダフォンショップ2店舗、auショップ1店舗）出店し、静岡に1店舗（ボーダフォ

ンショップ）、岐阜に1店舗（ボーダフォンショップ）を出店いたしました。また、収益性から判断しツーカーショ
ップ1店舗（岐阜地区）携帯家さかい1店舗（静岡地区）を閉鎖いたしました。 
この結果、既存店舗79店舗と合わせて82店舗（直営79店舗、FC店3店舗）の店舗展開となりました。 
当中間連結会計期間における移動体通信機器の販売事業による販売台数はボーダフォンの挽回により、新規・機

種変更を合わせ前期に比べ11.6％増加の111,381台となりました。 
なお、保険分野のコールセンター事業につきましては、子会社である株式会社セントラルパートナーズを平成18

年1月に設立しましたが、３月までを開業準備期間とし、４月より営業活動を開始したため、中間連結会計期間にお
ける売上高はゼロ、営業損失は1百万円、経常損失及び中間純損失は2百万円となりました。この結果、当中間連結
会計期間における当社グループの業績は、売上高7,027百万円、営業利益208百万円、経常利益209百万円、中間純利
益は115百万円となりました。 

  
(2) キャッシュ・フローの状況 
当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金は僅かな増
加に留まったものの、投資活動による資金の減少を第三者割当増資による資金調達で賄った結果、当中間連結会計
期間末は601百万円となりました。 

  
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動による資金の増加は、21百万円となりました。これは税金等調整前中間純利益が226百万円となり、仕入
債務の増減額で293百万円の資金の増加となったものの、売上債権の増減額およびたな卸資産の増減額で491百万円
の資金の減少となったこと等によるものです。 

  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動による資金の減少は、111百万円となりました。これは有形固定資産の取得による支出128百万円あった
こと等によるものであります。 

  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動による資金の増加は、108百万円となりました。これは長期借入金の返済による支出が151百万円あった
こと等によるものです。 



２ 【仕入及び販売の状況】 

当中間連結会計期間における仕入及び販売の状況は、次のとおりであります。 

なお、当中間連結会計期間から中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との比較は行っており

ません。また、当中間連結会計期間においては、コールセンター事業（保険分野）の営業活動を行っていないため、

移動体通信機器販売関連事業についてのみ記載しております。 

  

(1) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績は次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。 

  

(注) １ 手数料売上の内容につきましては、次のとおりであります。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額(千円)

移動体通信機器 5,673,969 

合計 5,673,969 

区分 金額(千円)

受取手数料   

新規手数料 2,655,638 

買換手数料 2,651,431 

継続手数料 390,285 

その他 533,711 

小計 6,231,067 

商品売上高 796,199 

合計 7,027,267 

(1) 新規手数料 移動体通信サービスの新規加入契約成立により移動体通信キャリア等から収受する手

数料 

(2) 買換手数料 移動体通信サービス契約既加入者の端末機の機種変更契約成立により移動体通信キャ

リア等から収受する手数料 

(3) 継続手数料 移動体通信サービス加入契約成立後、その回線の通話料に応じて移動体通信キャリア

等から一定期間継続的に収受する手数料 

(4) その他 保守業務委託手数料等上記記載以外の各種手数料 

相手先 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

販売高(千円) 割合(％) 

ボーダフォン株式会社 3,698,799 52.6 

ＫＤＤＩ株式会社 989,185 14.1 

パナソニック 
テレコム株式会社 

664,084 9.5 



３ 【対処すべき課題】 

１.移動体通信機器の販売事業 

今後の当業界の見通しといたしましては、平成18年秋に導入されます「携帯番号ポータビリティー」や通信事業

者の新規参入により、携帯電話端末、固定回線を含む通信サービス、料金プラン等において各通信事業者がユーザ

ーを囲い込むための競争が激しくなることが予想されます。更に当業界内では、ソフトバンク㈱によるボーダフォ

ン㈱の買収、㈱ＮＴＴドコモと㈱三井住友フィナンシャルグループ等の提携、ＫＤＤＩ㈱と㈱三菱東京ＵＦＪ銀行

の提携など大規模なＭ＆Ａや異業種提携が活発化しており、今後のサービスによっては業界勢力図の大幅な変動も

考えられます。当社は各事業者との信頼関係をより強固なものにして業界の動向を先読みするとともに、人材の再

教育によりお客様への的確な情報提供を行う「コンサルティングショップ」としての地位を確立し、競合他社との

差別化を図り業績拡大に繋げてまいります。 

  

具体的な対処策としましては、下記のことを考えております。 

（普及率について） 

携帯電話の普及率上昇に対しましては、顧客のリピーター化を図ることがますます重要になるものと考えており

ます。平成18年秋に導入が予定されております「携帯番号ポータビリティー」が実施されますと、お客様はご利用

の携帯番号の変更無しに通信事業者を選択できる自由が広がることから、個人・法人とも市場の活性化が期待され

ます。当社は全ての事業者を取り扱う「携帯家さかい」を主軸に、店頭での直接対話やカード会員への情報発信を

通じて顧客との結びつきを深めてまいります。また、法人事業部につきましても、新たな市場の開拓として積極的

に各銀行とのビジネスマッチングを結んでまいりましたが、法人顧客のニーズを掘り起こし、「携帯番号ポータビ

リティー」後のビジネスチャンスを最大限活かせる体制を整えてまいります。 

（価格競争力・販売力について） 

当社は直営店展開を進めておりますが、価格競争に対処しコスト削減を図るため、パート社員を活用してまいり

ました。これまでも、パート社員を含む社員教育に力を注いでまいりましたが、販売環境が目まぐるしく変化する

中、前述の「携帯番号ポータビリティー」に備えて、コンサルティング販売を徹底してまいります。また、店舗数

が拡大していることから、営業マネージャーの育成に注力し、競争力の強化を図ってまいります。 

  

２.コールセンター事業（保険分野） 

保険分野のコールセンター事業につきましては、第三分野保険を中心として市場は急速に拡大しておりますが、

管理体制の強化と人材を育成し戦力化を図ることが課題と考えております。また、日常の業務では高度な個人情報

を取り扱っており、顧客情報の適切な管理とセキュリティーシステムの継続的な見直しを行う必要があり、各社員

に対し情報管理の意識向上を徹底するとともに、能力向上を図るべく教育を徹底してまいります。 



  

４ 【経営上の重要な契約等】 

連結子会社である株式会社セントラル・パートナーズが締結した経営上の重要な契約は、次のとおりであります。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間において、特に記載すべき事項はありません。 

  

契約会社名 契約締結日 契約内容 契約期間 

アメリカンライフ 

インシュアランスカンパニー 
平成18年２月７日 

生命保険契約の 

募集に関する委託 

平成18年２月７日から 

平成19年２月６日まで 

以降１年毎の自動更新 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、ボーダフォンショップ４店舗、auショップ１店舗の合計５店舗を出店し、ツーカー

ショップ１店舗、携帯家さかい１店舗を閉鎖致しました。この結果、当中間連結会計期間における設備投資額は

109,135千円、固定資産除却損は5,799千円となりました。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前事業年度末に計画していた設備計画は、次のように変更いたしました。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含めておりません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含めておりません。 

会社名 
事業所名 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月 

完成後の
増加能力総額 

(千円) 
既支払額
(千円) 

当 社 
東海地区店舗 

移動体通信 
機器販売 
関連事業 

販売設備 39,000 ―

自己資金
及び平成17年９
月発行社債によ
る資金 

平成18年
４月 

平成18年 
９月 

３店 

当 社 
関東地区店舗 

移動体通信 
機器販売 
関連事業 

販売設備 101,000 ―

自己資金
及び平成17年９
月発行社債によ
る資金 

平成18年
４月 

平成18年 
９月 

７店 

合計     140,000 ―     

会社名 
事業所名 

事業の種類別
セグメントの名称 

設備の内容 投資額(千円) 完了年月
完成後の 
増加能力 

当 社 
東海地区店舗 

移動体通信機器 
販売関連事業 

販売設備 41,889 平成18年３月 ２店 

当 社 
関東地区店舗 

移動体通信機器 
販売関連事業 

販売設備 67,246 平成18年３月 ３店 

合計     109,135 ５店 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの半期報告書提出日までのストックオプション行使により発行され

た株式数は含まれておりません。 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 58,320

計 58,320

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 21,473 21,563
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 21,473 21,563 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権 

①株主総会の特別決議日(平成14年12月26日) 

  

 (注)１ 株主総会の特別決議日における新株予約権の数は250個及び新株予約権の目的となる株式の数は250株でしたが、その後使

用人の退職及び権利行使並びに株式分割により変更となっております。 

２ 新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の割当日後に当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予

約権の行使の場合を除く)するときは、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

ております。 

３ 平成16年５月20日付の１株につき３株の割合による株式分割に伴い、新株予約権の行使時の払込金額及び発行株式等につ

いて調整されております。 

  

    
中間会計期間末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) (注)1 80 50 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)1 240 150 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)2,3 42,667 42,667 

新株予約権の行使期間   
平成16年12月27日から
平成19年12月27日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

(注)2,3 
発行価格  42,667
資本組入額 21,334 

同左 

新株予約権の行使の条件   

新株予約権の割当を受け
たものは、権利行使時にお
いて当社並びに当社子会社
及び関連会社に在籍してい
ること。 
 新株予約権の割当を受け
たものが死亡した場合は、
当該予約権の権利は消滅す
るものとする。 
 その他の条件は、当社と
新株予約権の割当を受けた
者との間で締結した契約に
より定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を第三者に譲

渡、質入その他の処分をす
ることはできない。 

同左 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



②株主総会の特別決議日(平成17年12月21日) 

  

 (注)  新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の割当日後に当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予

約権の行使の場合を除く)するときは、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

ております。 

    
中間会計期間末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個)   3,000 3,000 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)   3,000 3,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注) 192,822 192,822 

新株予約権の行使期間   
平成18年２月16日から
平成27年12月22日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

(注) 
発行価格  192,822
資本組入額  96,411 

同左 

新株予約権の行使の条件   

新株予約権の割当を受け
たものは、権利行使時にお
いて当社並びに当社子会社
及び関連会社の取締役、監
査役、その他に準ずる地位
にあること。 
 新株予約権の割当を受け
たものが死亡した場合は、
当該予約権の権利は消滅す
るものとする。 
 その他の条件は、当社と
新株予約権の割当を受けた
者との間で締結した契約に
より定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を第三者に譲

渡、質入その他の処分をす
ることはできない。 

同左 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



 (3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注)１ 有償第三者割当 株式会社光通信 

発行価格    290,000千円  資本組入額    145,000千円 

２ ストックオプションの権利行使による増加であります。 

３ 平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に、ストックオプションの行使により、発行済株式総数が90株、資本金

が1,920千円、資本準備金が1,919千円増加しております。 

  

 (4) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 前事業年度末現在主要株主でなかった株式会社光通信は、当中間期末では主要株主となっております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年10月１日～ 

平成17年10月７日 

（注）1 

2,000 21,464 145,000 724,051 145,000 661,550

平成17年10月８日～ 

平成18年３月31日 

（注）2 

9 21,473 192 724,243 191 661,742

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

酒 井 昌 也 名古屋市北区 4,191 19.51

株式会社光通信 東京都豊島区南池袋1-16-15 2,174 10.12

酒 井 俊 光 愛知県知多市 1,278 5.95

ボーダフォン株式会社 東京都港区愛宕2-5-1 900 4.19

酒 井 和 男 愛知県知多市 615 2.86

酒 井 蔦 子 愛知県知多市 576 2.68

肥 田 貴 將 名古屋市中区 558 2.59

アイデン株式会社 愛知県一宮市栄1-11-16 454 2.11

株式会社トーシン 愛知県名古屋市中区栄3-4-21TS栄ビル 431 2.00

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2-2-1 360 1.67

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿1-28-1 360 1.67

計 ― 11,897 55.40



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２株(議決権２個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 21,473 21,473 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 21,473 ― ― 

総株主の議決権 ― 21,473 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 156,000 160,000 178,000 180,000 170,000 174,000

最低(円) 143,000 138,000 140,000 138,000 137,000 142,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年10月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)は、初めて中間連結財務諸表を作成している

ため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書については前中間連結会計期間及び前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日ま

で)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成16年10月１日から平成17年３月31日まで)及び当中間会計期間(平

成17年10月１日から平成18年３月31日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けており

ます。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
当中間連結会計期間末
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   691,689   

２ 売掛金   1,440,418   

３ たな卸資産   854,387   

４ 繰延税金資産   68,916   

５ その他   36,963   

流動資産合計   3,092,374 63.7 

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※1   

(1) 建物及び構築物 ※2 688,141   

(2) 土地 ※2 311,386   

(3) その他   130,299   

有形固定資産合計   1,129,827 23.3 

２ 無形固定資産   73,844 1.5 

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券   222,080   

(2) 繰延税金資産   31,928   

(3) 差入保証金   209,768   

(4) その他   95,362   

貸倒引当金   △2,121   

投資その他の資産合計   557,018 11.5 

固定資産合計   1,760,690 36.3 

資産合計   4,853,065 100.0 

      



  

    
当中間連結会計期間末
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金   1,090,517   

２ 短期借入金 ※2 296,000   

３ 一年以内返済予定 
長期借入金 

  217,048   

４ 未払金   100,928   

５ 未払法人税等   130,466   

６ 賞与引当金   54,000   

７ 短期解約違約金 
損失引当金 

  31,300   

８ その他 ※3 180,384   

流動負債合計   2,100,643 43.3 

Ⅱ 固定負債     

１ 社債 ※2 500,000   

２ 長期借入金   209,373   

３ 退職給付引当金   33,794   

４ 役員退職慰労引当金   80,350   

５ その他   4,042   

固定負債合計   827,559 17.0 

負債合計   2,928,203 60.3 

      

(少数株主持分)     

少数株主持分   42,910 0.9 

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   724,243 14.9 

Ⅱ 資本剰余金   661,742 13.6 

Ⅲ 利益剰余金   471,028 9.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   24,935 0.5 

資本合計   1,881,950 38.8 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

  4,853,065 100.0 

      



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高 ※4 7,027,267 100.0 

Ⅱ 売上原価   5,439,727 77.4 

売上総利益   1,587,539 22.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 1,379,020 19.6 

営業利益   208,518 3.0 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取家賃収入   4,123   

２ 看板広告収入   1,800   

３ 受取保険金   1,587   

４ その他   2,398 9,909 0.1 

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   4,080   

２ 受取家賃費用   924   

３ 新株発行費   1,436   

４ 創立費   1,058   

５ その他   1,196 8,695 0.1 

経常利益   209,732 3.0 

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※2 1,848   

２ 投資有価証券売却益   8,812   

３ 賞与引当金戻入益   22,213 32,874 0.4 

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ※3 5,799   

２ 投資有価証券売却損   8,992   

３ その他   1,265 16,056 0.2 

税金等調整前中間純利益   226,550 3.2 

法人税、住民税 
及び事業税 

  126,050   

法人税等調整額   △13,589 112,460 1.6 

少数株主損失   1,189 0.0 

中間純利益   115,280 1.6 

      



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   516,550 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 増資による新株式の発行   145,000   

２ 新株予約権行使による 
新株式の発行 

  191 145,191 

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高   661,742 

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   429,340 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  中間純利益   115,280 115,280 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   58,392   

２ 役員賞与   15,200 73,592 

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高   471,028 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  

  

  

  

  
当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前中間純利益 226,550 

２ 減価償却費 60,514 

３ 貸倒引当金の増減額  （△：減少額） △69 

４ 賞与引当金の増減額  （△：減少額） △15,500 

５ 短期解約違約金損失引当金 
の増減額       （△：減少額） 

12,300 

６ 退職給付引当金の増減額（△：減少額） 5,742 

７ 役員退職慰労引当金
の増減額       （△：減少額） 

4,780 

８ 受取利息及び受取配当金 △415 

９ 支払利息 4,080 

10 新株発行費 1,436 

11 創立費 1,058 

12 受取家賃収入 △4,123 

13 受取家賃費用 924 

14 固定資産売却益 △1,848 

15 投資有価証券売却益 △8,812 

16 固定資産除却損 5,799 

17 投資有価証券売却損 8,992 

18 売上債権の増減額  （△：増加額） △256,222 

19 たな卸資産の増減額 （△：増加額） △235,224 

20 仕入債務の増減額  （△：減少額） 293,494 

21 未払金の増減額   （△：減少額） △35,697 

22 役員賞与の支払額 △15,200 

23 その他 21,877 

小計 74,436 

１ 利息及び配当金の受取額 419 

２ 利息の支払額 △3,844 

３ 法人税等の支払額 △49,901 

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,110 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 



  
  

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 定期預金の預入による支出 △3,512 

２ 投資有価証券取得による支出 △31,471 

３ 投資有価証券売却による収入 77,185 

４ 有形固定資産の取得による支出 △128,683 

５ 有形固定資産の売却による収入 6,994 

６ 差入保証金差入による支出 △29,183 

７ 差入保証金返還による収入 371 

８ 受取家賃費用支出 △232 

９ 受取家賃の収入 4,123 

10 その他 △7,063 

投資活動によるキャッシュ・フロー △111,471 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純増減額（△：純減少額） △63,000 

２ 長期借入による収入 50,000 

３ 長期借入金の返済による支出 △151,874 

４ 株式の発行による収入 288,948 

５ 少数株主からの払込による収入 43,041 

６ 配当金の支払額 △58,392 

財務活動によるキャッシュ・フロー 108,723 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 18,362 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 582,888 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 601,250 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

１. 連結の範囲に関す 

  る事項 

(1) 連結子会社の数 １社 

  主要な連結子会社の名称 

   株式会社セントラルパートナーズ 

  

(2) 主要な非連結子会社の名称 

   エスケーアイ開発株式会社 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社エスケーアイ開発株式会社は、小規模会社であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）は、い

ずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２. 持分法の適用に関 

  する事項 

持分法を適用しない非連結子会社のうち主要な会社等の名称 

   エスケーアイ開発株式会社 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

３. 連結子会社の中間 

  決算日等に関する事項 

 連結子会社の中間期の末日は中間連結決算日と一致しております。 

４. 会計処理基準に関する 

  事項 

  

(1) 重要な資産の評価基準 

  及び評価方法 

① 有価証券 

  子会社株式   移動平均法による原価法を採用しております。 

  その他有価証券  

   時価のあるもの  中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法を採用して

おります。 

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定しております。） 

   時価のないもの  移動平均法による原価法を採用しております。 

② たな卸資産 

  商品      月次総平均法による原価法を採用しております。 

  貯蔵品     最終仕入原価法による原価法を採用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の 

  減価償却の方法 

① 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備除く）については定額

法によっております。 

  なお、主要な科目の耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物及び構築物 ……８～39年 

  その他 

   器具備品   ……３～15年 

  ② 無形固定資産 

  定額法によっております。 

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

① 新株発行費 

  支出時に全額費用として処理しております。 

② 創立費 

  支出時に全額費用として処理しております。 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 



  

次へ 

  ② 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充当するため、支給見込額のうち、当中間連結会計期間に

負担すべき金額を計上しております。 

  ③ 短期解約違約金損失引当金 

  携帯電話契約者の短期解約によって当社の仕入先（移動体通信事業体及び一次代

理店）から請求される短期解約違約金の支払に備えるため、解約予想額を引当計上

しております。 

  ④ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく中間連結会計期間末自己都

合退職金要支給額の100％を計上しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(7) 中間連結キャッシュ・

フロー計算書における

資金の範囲 

  手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  

次へ 

当中間連結会計期間末
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

413,632千円 

※２ 担保に供されている資産は次のとおり

であります。 

建物及び構築物 126,383千円

土地 146,939千円

合計 273,323千円

対応する債務は次のとおりでありま

す。 

短期借入金 170,000千円

社債 500,000千円

合計 670,000千円

※３ 消費税等の取扱い 
   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺
のうえ、流動負債のその他に含めて表示
しております。 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販管費及び一般管理費の主要項目 

給与手当 432,209千円

地代家賃 157,976千円

賞与引当金繰入 54,000千円

退職給付費用 17,575千円

販売手数料 200,281千円

※２ 固定資産売却益の内訳 

車両運搬具 1,848千円

※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 3,309千円

工具器具備品 1,628千円

その他 861千円

計 5,799千円

※４ 短期解約違約金損失引当金繰入額は売

上高から控除しております。 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 691,689千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△90,438千円

現金及び現金同等物 601,250千円

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

契約一件当たりの金額が少額なリース取引

のため、中間連結財務諸表規則第15条の規定

により、記載を省略しております。 



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末（平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間（自平成17年10月1日 至平成18年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

  

前へ  

区分 

当中間連結会計期間末
(平成18年３月31日) 

取得原価
(千円) 

中間連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 126,923 170,429 43,506

(2) その他 29,956 28,400 △1,556

合計 156,879 198,830 41,950

区分 

当中間連結会計期間末
(平成18年３月31日) 

中間連結貸借対照表計上額
(千円) 

(1) その他有価証券 

非上場株式 13,250



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自平成17年10月１日 至平成18年３月31日) 

移動体通信機器販売関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額

の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自平成17年10月1日 至平成18年3月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自平成17年10月1日 至平成18年3月31日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  
  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 87,642円66銭 

１株当たり中間純利益 5,386円42銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 5,342円73銭 

項目
当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間連結損益計算書上の中間純利益（千円） 115,280 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― 

普通株式に係る中間純利益（千円） 115,280 

普通株式の期中平均株式数（株） 21,402 

潜在株式調整後1株当たり中間純利益の算定に用いられた
中間純利益調整額の主要な内訳（千円） 

― 

中間純利益調整額（千円） ― 

潜在株式調整後1株当たり中間純利益の算定に用いられた 

普通株式増加数の主要な内訳（株） 

新株予約権 

  

  

175 

普通株式増加数（株） 175 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり中間

純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成17年12月21日定時株主総会決議 

第３回ストックオプション 

（新株予約権の数 3,000個） 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    433,405 608,166   669,814 

２ 売掛金     1,453,625 1,440,418   1,184,196 

３ たな卸資産     681,930 854,387   619,162 

４ 繰延税金資産     44,371 68,916   56,467 

５ その他     34,120 36,720   37,275 

貸倒引当金     △2,766 ―   △69 

流動資産合計     2,644,686 63.6 3,008,608 62.5   2,566,845 59.6

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物 ※２   523,109 620,445   593,515 

(2) 土地 ※２   225,614 311,386   311,386 

(3) その他     173,693 197,994   197,340 

有形固定資産合計     922,418 22.2 1,129,827 23.5 1,102,243 25.6

２ 無形固定資産    94,281 2.2 73,844 1.5 84,253 1.9

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券    170,347  267,980 237,634  

(2) 繰延税金資産    44,819  31,928 43,201  

(3) 差入保証金    192,793  205,568 187,222  

(4) その他    92,769  95,362 90,588  

貸倒引当金    △2,121  △2,121 △2,121  
投資その他の資産 
合計    498,607 12.0 598,718 12.5 556,524 12.9

固定資産合計    1,515,307 36.4 1,802,390 37.5 1,743,021 40.4

資産合計    4,159,994 100.0 4,810,999 100.0 4,309,867 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    966,459 1,090,517   797,022 

２ 短期借入金 ※２   446,800 296,000   359,000 

３ １年以内返済予定 
  長期借入金 ※２   363,284 217,048   250,998 

４ 未払金     80,836 100,729   179,187 

５ 未払法人税等     53,883 130,466   58,221 

６ 賞与引当金     55,000 54,000   69,500 

７ 短期解約違約金 
  損失引当金     24,800 31,300   19,000 

８ その他 ※３   161,874 180,189   160,289 

流動負債合計     2,152,937 51.8 2,100,250 43.7   1,893,218 43.9

Ⅱ 固定負債           

１ 社債 ※２   ― 500,000   500,000 

２ 長期借入金 ※２   441,866 209,373   277,297 

３ 退職給付引当金     27,167 33,794   28,051 

４ 役員退職慰労引当金     63,370 80,350   75,570 

５ その他     4,042 4,042   4,042 

固定負債合計     536,446 12.9 827,559 17.2   884,961 20.5

負債合計     2,689,384 64.6 2,927,810 60.9 2,778,179 64.4

(資本の部)        

Ⅰ 資本金    573,803 13.8 724,243 15.1 579,051 13.4

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金    511,302  661,742 516,550  

資本剰余金合計    511,302 12.3 661,742 13.7 516,550 12.0

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金    3,820  3,820 3,820  

２ 任意積立金    134,150  134,150 134,150  
３ 中間(当期) 
  未処分利益    248,349  334,296 291,370  

利益剰余金合計    386,319 9.3 472,266 9.8 429,340 10.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    △816 △0.0 24,935 0.5 6,743 0.1

資本合計    1,470,610 35.4 1,883,188 39.1 1,531,687 35.5

負債資本合計    4,159,994 100.0 4,810,999 100.0 4,309,867 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※４  6,234,086 100.0 7,027,267 100.0   12,538,165 100.0

Ⅱ 売上原価    4,812,421 77.2 5,439,727 77.4   9,608,230 76.6

売上総利益    1,421,665 22.8 1,587,539 22.6   2,929,934 23.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３  1,358,138 21.8 1,377,650 19.6   2,739,634 21.9

営業利益    63,526 1.0 209,888 3.0   190,300 1.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  14,246 0.2 9,909 0.1   24,153 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※2,3  6,636 0.1 7,637 0.1   24,270 0.2

経常利益    71,137 1.1 212,160 3.0   190,182 1.5

Ⅵ 特別利益    2,679 0.0 32,874 0.5   6,751 0.1

Ⅶ 特別損失    22,722 0.4 16,056 0.2 41,755 0.4

税引前中間(当期) 
純利益    51,094 0.8 228,978 3.3 155,178 1.2

法人税・住民税 
及び事業税   51,090   126,050 127,790   

法人税等調整額   △10,507 40,582 0.6 △13,589 112,460 1.6 △26,144 101,645 0.8

中間(当期)純利益    10,511 0.2 116,518 1.7 53,532 0.4

前期繰越利益    237,837  217,778 237,837  
中間(当期)未処分 
利益    248,349  334,296 291,370  
           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

当中間会計期間より中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成しております。 

  

  

    
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 税引前中間(当期)純利益   51,094 ― 155,178

２ 減価償却費   55,959 ― 116,202

３ 貸倒引当金の増減額 
        （△：減少額） 

  381 ― △2,315

４ 賞与引当金の増減額 
        （△：減少額） 

  7,000 ― 21,500

５ 短期解約違約金損失引当金 
の増減額  （△：減少額） 

  2,100 ― △3,700

６ 退職給付引当金の増減額 
        （△：減少額） 

  5,156 ― 6,040

７ 役員退職慰労引当金 
の増減額  （△：減少額） 

  8,220 ― 20,420

８ 受取利息及び配当金   △359 ― △775

９ 支払利息   4,748 ― 9,600

10 新株発行費   ― ― 280

11 支払保証料   ― ― 493

12 社債発行費   ― ― 9,250

13 受取家賃収入   △4,123 ― △8,246

14 受取家賃費用   977 ― 1,955

15 固定資産売却損益   △1,642 ― △1,642

16 固定資産除却損   22,617 ― 41,650

17 投資有価証券評価損   100 ― 100

18 投資有価証券売却益   △1,031 ― △2,787

19 売上債権の増減額 
        （△：増加額） 

  △371,925 ― △102,495

20 たな卸資産の増減額 
        （△：増加額） 

  △128,768 ― △66,000

21 仕入債務の増減額 
        （△：減少額） 

  243,471 ― 74,034

22 前受金の増減額 
        （△：減少額） 

  134 ― △26

23 未払消費税等の増減額 
        （△：減少額） 

  △5,596 ― 258

24 未払金の増減額 
        （△：減少額） 

  15,999 ― 49,787

25 役員賞与の支払額   △19,000 ― △19,000

26 その他   31,904 ― 26,886

小計   △82,583 ― 326,645

１ 利息及び配当金の受取額   363 ― 774

２ 利息の支払額   △4,967 ― △9,501

３ 法人税等の支払額   △39,617 ― △121,461

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △126,805 ― 196,456

    
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 



  

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 定期預金の預入による支出   △3,611 ― △7,215

２ 投資有価証券取得による支出   △8,476 ― △43,736

３ 投資有価証券売却による収入   5,131 ― 8,317

４ 有形固定資産の取得による支出   △106,804 ― △289,066

５ 有形固定資産の売却による収入   12,656 ― 12,656

６ 差入保証金差入による支出   △17,878 ― △23,261

７ 差入保証金返還による収入   12,217 ― 23,171

８ 会員権取得による支出   ― ― △3,619

９ 保険積立による支出   △2,589 ― △5,178

10 受取家賃費用支出   △233 ― △466

11 受取家賃の収入   4,123 ― 8,246

12 その他   △4,119 ― △14,022

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △109,581 ― △334,172

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  ―  

１ 短期借入金の純増減   135,600 ― 47,800

２ 長期借入による収入   300,000 ― 420,000

３ 長期借入金の返済による支出   △167,139 ― △563,994

４ 社債の発行による収入   ― ― 490,749

５ 株式の発行による収入   10,810 ― 21,026

６ 配当金の支払額   △56,916 ― △56,916

７ その他   ― ― △2,177

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  222,355 ― 356,488

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △14,031 ― 218,773

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   364,114 ― 364,114

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※ 350,083 ― 582,888

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式 

    移動平均法による原価法
を採用しております。 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式 

同左 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 
     中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法を採
用しております。 

     (評価差額は、全部資本
直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法に
より算定しております。) 

    時価のないもの 
     移動平均法による原価

法を採用しております。 

  ② その他有価証券 

同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 
     決算末日の市場価格等に

基づく時価法を採用してお
ります。 

     (評価差額は、全部資本
直入法により処理し、売却
原価は、移動平均法により
算定しております。) 

    時価のないもの 
     移動平均法による原価法

を採用しております。 

 (2) たな卸資産 

  商品 
   月次総平均法による原価法

を採用しております。 
  貯蔵品 
   最終仕入原価法による原価
法を採用しております。 

 (2) たな卸資産 

  商品 
   同左 
  
  貯蔵品 
   同左 

 (2) たな卸資産 

  商品 
   同左 
  
  貯蔵品 
   同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 
   ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物(建物附属
設備を除く)については定額法
によっております。 

   なお、主要な科目の耐用年
数は以下のとおりでありま
す。 

建物 ……15～39年 

その他   

 構築物 ……10～20年 

 器具備品 ……３～10年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 
   ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物(建物附属
設備を除く)については定額法
によっております。 

   なお、主要な科目の耐用年
数は以下のとおりでありま
す。 

建物 ……20～39年 

その他   

 構築物 ……８～20年 

 器具備品 ……３～15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法によっております。 
   ただし、平成10年４月１日以
降に取得した建物(建物附属設
備を除く)については定額法に
よっております。 

   なお、主要な科目の耐用年数
は以下のとおりであります。 

  
建物 ……20～39年 

構築物 ……８～20年 

器具備品 ……３～15年 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

   同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   均等償却によっております。

―― ―― 

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 新株発行費 

   支出時に全額費用として処
理しております。 

―― 

  

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 新株発行費 

同左 

  

―― 

  

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 新株発行費 

同左 
  

 (2) 社債発行費 

   支出時に全額費用として処理
しております。 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権は貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充当す

るため、支給見込額のうち、当

中間会計期間に負担すべき金額

を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充当す

るため、支給見込額のうち、

当期に負担すべき金額を計上

しております。 

 (3) 短期解約違約金損失引当金 

携帯電話契約者の短期解約に

よって当社の仕入先（移動体通

信事業体及び一次代理店）から

請求される短期解約違約金の支

払に備えるため、解約予想額を

引当計上しております。 

 (3) 短期解約違約金損失引当金 

同左 

 (3) 短期解約違約金損失引当金 

同左 

  

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、退職金規程に基づく中間期

末自己都合退職金要支給額の

100％を計上しております。 

 (4) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、退職金規程に基づく期末

自己都合退職金要支給額の

100％を計上しております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が、借主に

移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

５ リース取引の処理方法 

  同左 

５ リース取引の処理方法 

  同左 

６ ヘッジ会計の処理方法 

金利スワップについては、特例処
理を採用しております。 
① ヘッジ手段 
 金利スワップ 
② ヘッジ対象 
 借入金利息 
③ ヘッジ方針 
 借入金の金利変動リスクを回避
するため、金利スワップ取引を行
っております。 
④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについては特例処理

を採用しているため、有効性の評価

を行っておりません。 

６ ヘッジ会計の処理方法 

  

  

  

―― 

６ ヘッジ会計の処理方法 

金利スワップについては、特例処
理を採用しております。 
① ヘッジ手段 
 金利スワップ 
② ヘッジ対象 
 借入金利息 
③ ヘッジ方針 
 借入金の金利変動リスクを回避
するため、金利スワップ取引を行
っております。 
④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについては特例処理

を採用しているため、有効性の評価

を行っておりません。 

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

７ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

７ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

７ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 



  

  

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

  手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

――   手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

８ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

８ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

―― 

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当中間会計期間から、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

―― 

―― 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間から「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準第4号 平成17年11月29日）を適

用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

―― 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

（法人事業税関係） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が4,636千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が、

4,636千円減少しております。 

―― 

（法人事業税関係） 

 「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年３月31日に公布され、平

成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度

から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い

法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理

費が9,482千円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益

が、9,482千円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年３月31日) 

前事業年度末 
(平成17年９月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

359,898千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

413,632千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

394,120千円 

※２ 担保に供されている資産は次

のとおりであります。 

建物 135,018千円

土地 146,939千円

合計 281,958千円

※２ 担保に供されている資産は次

のとおりであります。 

建物 126,383千円

土地 146,939千円

合計 273,323千円

※２ 担保に供されている資産は次

のとおりであります。 

建物 130,541千円

土地 146,939千円

合計 277,481千円

対応する債務は次のとおりで

あります。 

短期借入金 250,000千円

1年以内返済予定 
長期借入金 

116,236千円

長期借入金 154,845千円

合計 521,081千円

対応する債務は次のとおりで

あります。 

  

短期借入金 170,000千円

社債 500,000千円

合計 670,000千円

対応する債務は次のとおりで

あります。 

短期借入金 165,000千円

1年以内返済予定 
長期借入金 

33,350千円

社債 500,000千円

合計 698,350千円

※３ 消費税等の取扱い 
   仮払消費税等及び仮受消費税
等は相殺のうえ、流動負債のそ
の他に含めて表示しておりま
す。 

※３ 消費税等の取扱い 
同左 

  
―― 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 12千円

受取家賃収入 4,123千円

看板広告収入 3,600千円

保険解約収入 3,069千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 13千円

受取家賃収入 4,123千円

看板広告収入 1,800千円

受取保険金 1,587千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 26千円

受取家賃収入 8,246千円

看板広告収入 5,400千円

受取保険金 5,382千円

※２ 営業外費用の主要項目 

  

支払利息 4,748千円

受取家賃費用 977千円

※２ 営業外費用の主要項目 

  

支払利息 4,080千円

受取家賃費用 924千円

新株発行費 1,436千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 9,600千円

受取家賃費用 1,955千円

新株発行費 280千円

社債発行費 9,250千円

※３ 減価償却実施額 

有形固定資産 41,934千円

無形固定資産 10,637千円

※３ 減価償却実施額 

有形固定資産 47,903千円

無形固定資産 10,408千円

※３ 減価償却実施額 

有形固定資産 88,631千円

無形固定資産 21,181千円

※４ 短期解約違約金損失引当金繰
入額は売上高から控除してお
ります。 

※４  
同左 

※４  
同左 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定 433,405千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△83,321千円

現金及び現金同等物 350,083千円

―― 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定 669,814千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△86,926千円

現金及び現金同等物 582,888千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  契約一件当たりの金額が少額な

リース取引のため、中間財務諸表

等規則第５条の３の規定により、

記載を省略しております。 

  契約一件当たりの金額が少額な

リース取引のため、財務諸表等規

則第８条の６第６項の規定によ

り、記載を省略しております。 

  

    
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

有形固 
定資産 
その他 

器具 
備品 25,176 24,855 320

無形固
定資産 

ソフト
ウェア 5,491 5,491 －

合計 30,668 30,347 320

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 368千円

１年超 －

合計 368千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 2,790千円

減価償却費相当額 2,465千円

支払利息相当額 45千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

⑤ 利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件取得
価額相当額との差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 



(有価証券関係) 

なお、当中間会計期間における有価証券関係（子会社株式で時価のあるものは除く。）については、中間連結財務

諸表における注記事項として記載しております。また、前中間会計期間、当中間会計期間、前事業年度のいずれにお

いても子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前中間会計期間末（平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

前事業年度末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

なお、当中間会計期間におけるデリバティブ取引については、中間連結財務諸表における注記事項として記載して

おります。 

  

区分 

前中間会計期間末
(平成17年３月31日現在) 

取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 148,320 144,650 △3,670 

(2) その他 10,300 12,597 2,297 

小計 158,620 157,247 △1,373 

区分 

前中間会計期間末
(平成17年３月31日現在) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

(1) その他有価証券  

非上場株式 13,100

区分 

前事業年度末
(平成17年９月30日) 

取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

(1) 株式 187,888 193,568 5,679 

(2) その他 10,300 15,966 5,666 

合計 198,188 209,534 11,345 

区分 

前事業年度末
(平成17年９月30日) 

貸借対照表計上額
(千円) 

(1) その他有価証券 

非上場株式 18,100 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 



  

(持分法損益等) 

なお、当中間会計期間における持分法投資損益等については、中間連結財務諸表を作成しているため記載しており

ません。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日) 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行って

おりますが、ヘッジ会計を適用して

おりますので注記の対象から除いて

おります。 

―― 
期末残高がないため 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 ―― 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 

76,522円55銭 

１株当たり純資産額 

87,700円32銭 

１株当たり純資産額 

77,912円42銭 

１株当たり中間純利益 

551円46銭 

１株当たり中間純利益 

5,444円27銭 

１株当たり当期純利益 

2,000円56銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

539円71銭 

  

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

5,400円11銭 

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

1,963円26銭 

  

 当社は、平成16年５月20日付で普
通株式１株に対して普通株式３株の
割合で株式分割を行いました。 
 前期首に当該株式分割が行われた
と仮定した場合の前中間会計期間の
１株当たり情報は以下の通りであり
ます。 
  

  

1株当たり純資産額 78,253円09銭
1株当たり中間純利
益 

7,179円87銭

潜在株式調整後 
一株当たり中間純
利益 

6,764円59銭



  

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

中間損益計算書上の中間(当期)純

利益（千円） 
10,511 116,518 53,532 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 15,200 

（うち利益処分による役員賞与金） （―） （―） （15,200）

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
10,511 116,518 38,332 

普通株式の期中平均株式数（株） 19,062 21,402 19,161 

潜在株式調整後1株当たり中間(当

期)純利益の算定に用いられた 

中間(当期)純利益調整額の主要な内

訳(千円) 

― ― ― 

中間(当期)純利益調整額（千円） ― ― ― 

潜在株式調整後1株当たり中間(当

期)純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主要な内訳(株) 

 新株引受権 
 新株予約権 

  

  

  

5 

410 

  

  

  

― 

175 

  

  

  

2 

362 

普通株式増加数（株） 415 175 364 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

― 

平成17年12月21日 

定時株主総会決議 

第3回ストックオプション

（新株予約権 3,000個） 

― 

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 同左 

 当社は、平成17年９月21日開催の取締役会決議に

基き、平成17年10月７日を払込期日として、株式会

社光通信に対し、事業提携を目的とした第三者割当

増資を実施いたしました。 

  
 新株式の発行要領は以下のとおりです。 

① 
発行新株式

数 
普通株式 2,000株 

② 発行価額 
1株につき

金 
145,000円 

③ 発行価額の 

総額 
  290,000,000円 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号（主要株主の異動）
の規定に基づくもの 

  
平成17年10月14日 
東海財務局長に提出 

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第15期) 

自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日 

  
平成17年12月22日 
東海財務局長に提出。 

  臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号（特定子会社の異
動）の規定に基づくもの 

  
平成18年２月６日 
東海財務局長に提出 

  臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第２号の２（新株予約権発
行の決議）の規定に基づくもの 

  
平成18年２月13日 
東海財務局長に提出 

  
臨時報告書 
の訂正報告書 

平成18年２月13日提出の臨時報告書
（新株予約権発行の決議）に係る訂正
報告書 

  
平成18年２月15日 
東海財務局長に提出 



独立監査人の中間監査報告書 
  

株式会社エスケーアイ 

  

  

  

  
  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エスケ

ーアイの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年１０月１日から平成

１８年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エスケーアイ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  
  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

  

 以  上 
  

平成18年６月21日

取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社員 
業務執行社員 

  

  

  

公認会計士   渋  谷  英  司  ㊞ 

指 定 社員 
業務執行社員 

  

  

  

公認会計士   水  野  裕  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

株式会社エスケーアイ 

  

  

  

  
  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エスケ

ーアイの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第１５期事業年度の中間会計期間（平成１６年１０月１日から平成

１７年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社エスケーアイの平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年１０月１日から平成

１７年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

  

 以  上 
  

平成17年６月27日

取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社員 
業務執行社員

  

  

  

公認会計士  中  浜  明  光  ㊞ 

指 定 社員 
業務執行社員

  

  

  

公認会計士  松  井  夏  樹  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

株式会社エスケーアイ 

  

  

  

  
  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エスケ

ーアイの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第１６期事業年度の中間会計期間（平成１７年１０月１日から平成

１８年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社エスケーアイの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１０月１日から平成１

８年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基

準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

 以  上 
  

平成18年６月21日

取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社員 
業務執行社員 

  

  

  

公認会計士   渋  谷  英  司  ㊞ 

指 定 社員 
業務執行社員 

  

  

  

公認会計士   水  野  裕  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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